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税務訴訟資料 第２６９号－５０（順号１３２７３） 

大阪地方裁判所 平成●●年（○○）第●●号 消費税及び地方消費税の各更正処分及び過少申告

加算税の各賦課決定処分の取消等請求事件 

国側当事者・国（明石税務署長） 

令和元年５月２４日棄却・控訴 

 

判     決 

原告          甲 

同訴訟代理人弁護士   関戸 一考 

同           関戸 京子 

同           上田 雅貴 

同補佐人税理士     別紙１補佐人税理士目録のとおり 

被告          国 

同代表者法務大臣    山下 貴司 

処分行政庁       明石税務署長 

東谷 誠治 

指定代理人       別紙２指定代理人目録のとおり 

 

主     文 

１ 原告の請求をいずれも棄却する。 

２ 訴訟費用は原告の負担とする。 

 

事実及び理由 

第１ 請求 

１ 明石税務署長が平成２６年３月２０日付けでした原告の平成２２年１月１日から同年１２月

３１日までの課税期間（以下「平成２２年課税期間」という。）分の消費税及び地方消費税

（以下、消費税及び地方消費税を併せて「消費税等」という。）の更正処分のうち、消費税の

還付すべき税額５４万７００２円を超える部分及び地方消費税の還付すべき譲渡割額１３万６

７５０円を超える部分並びに過少申告加算税の賦課決定処分を取り消す。 

２ 明石税務署長が平成２６年３月２０日付けでした原告の平成２３年１月１日から同年１２月

３１日までの課税期間（以下「平成２３年課税期間」という。）分の消費税等の更正処分のう

ち、消費税の還付すべき税額２８万２３５８円を超える部分及び地方消費税の還付すべき譲渡

割額７万０５８９円を超える部分並びに過少申告加算税の賦課決定処分を取り消す。 

３ 明石税務署長が平成２６年３月２０日付けでした原告の平成２４年１月１日から同年１２月

３１日までの課税期間（以下「平成２４年課税期間」という。）分の消費税等の更正処分のう

ち、消費税の還付すべき税額１７万８４８７円を超える部分及び地方消費税の還付すべき譲渡

割額４万４６２１円を超える部分並びに過少申告加算税の賦課決定処分を取り消す。 

第２ 事案の概要等 

 本邦内の港湾に停泊中の外国船籍の貿易船舶（以下「外国船舶」という。）の乗組員に対し、
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その船舶内において又は国際スピード郵便（以下「ＥＭＳ」という。）若しくは国際小包を用

いて、土産品及び電化製品等（以下「土産品等」という。）並びに飲用水、食材その他の消耗

品等で船舶において使用するもの（以下「船用物品」という。）の販売等を行っていた個人で

ある原告は、平成２２年課税期間、平成２３年課税期間及び平成２４年課税期間（以下、併せ

て「本件各課税期間」という。）について、本件各課税期間中に行った土産品等及び船用物品

の販売（以下「本件土産品等の販売」という。）が、消費税法（以下「法」という。なお、特

に断りのない限り平成２７年法律第９号による改正前のものをいう。）７条１項１号に定める

「本邦からの輸出として行われる資産の譲渡」に該当して消費税が免除されることを前提とし

て消費税等の確定申告書を提出したところ、明石税務署長から、本件土産品等の販売について

同号の適用はないなどとして、本件各課税期間分の消費税等の更正処分（以下、平成２２年課

税期間に係るものを「本件平成２２年更正処分」といい、平成２３年課税期間及び平成２４年

課税期間についても同様にいう。また、本件各課税期間の更正処分を併せて「本件各更正処

分」という。）及び過少申告加算税の賦課決定処分（以下、併せて「本件各賦課決定処分」と

いい、本件各更正処分と本件各賦課決定処分を併せて「本件各更正処分等」という。）を受け

た。 

 本件は、原告が、本件土産品等の販売は、消費税法２条１項１号にいう「国内」において行

われるものに該当しない旨又は消費税法７条１項の適用がある（輸出免税が認められる）旨主

張して、本件各更正処分等（ただし、本件各更正処分については申告に係る還付すべき税額を

超える部分）の取消しを求める事案である。 

１ 関係法令の定め 

（１）法 

ア 法２条１項１号は、法における「国内」とは、法の施行地をいう旨規定する。 

イ 法４条１項は、国内において「事業者」（「個人事業者」（事業を行う個人をいう。法２

条１項３号）及び法人をいう。同項４号）が行った「資産の譲渡等」（事業として対価を

得て行われる資産の譲渡及び貸付け並びに役務の提供をいう。法２条１項８号）には、

法により、消費税を課する旨規定し、法４条３項１号は、資産の譲渡又は貸付けが国内

において行われたかどうかの判定は、当該譲渡又は貸付けが行われる時において当該資

産が所在していた場所が国内にあるかどうかにより行うものとする旨規定する。 

ウ 法５条１項は、事業者は、国内において行った「課税資産の譲渡等」（資産の譲渡等の

うち、法６条１項の規定により消費税を課さないこととされるもの以外のものをいう。

法２条１項９号）につき、法により、消費税を納める義務がある旨を規定する。 

エ 法７条１項は、事業者（法９条１項本文の規定により消費税を納める義務が免除され

る事業者を除く。）が国内において行う課税資産の譲渡等のうち、本邦からの輸出として

行われる資産の譲渡又は貸付け（法７条１項１号。以下「輸出取引」という。）等につい

ては、消費税を免除する旨規定し、同条２項は、同条１項の規定は、その課税資産の譲

渡等が同項各号に掲げる資産の譲渡等に該当するものであることにつき、財務省令で定

めるところにより証明がされたものでない場合には、適用しない旨規定する。 

（２）消費税法施行規則（平成２７年財務省令第２７号による改正前のもの。以下「規則」とい

う。） 

ア 規則５条１項柱書きは、法７条２項に規定する財務省令で定めるところにより証明が
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されたものは、同条１項に規定する課税資産の譲渡等のうち同項各号に掲げる資産の譲

渡等に該当するものを行った事業者が、当該課税資産の譲渡等につき、規則５条１項各

号に掲げる場合の区分に応じ当該各号に定める書類又は帳簿を整理し、当該課税資産の

譲渡等を行った日の属する課税期間の末日の翌日から２箇月を経過した日（ただし、個

人事業者について申告書の提出期限につき租税特別措置法８６条の４第１項の適用があ

る場合は、当該課税期間に係る同項に規定する申告書の提出期限の翌日。租税特別措置

規則３７条の３第１項）から７年間、これを納税地又はその取引に係る事務所、事業所

その他これらに準ずるもの（以下「事務所等」という。）の所在地に保存することにより

証明がされたものとする旨規定する。 

イ 規則５条１項１号は、事業者が輸出取引を行った場合（ただし、同項２号に掲げる資

産の譲渡等に該当するものを行った場合を除く。）について、同項柱書きにいう当該事業

者が整理し保存すべき書類又は帳簿とは、（ａ）①関税法６７条の規定により税関長から

当該資産の輸出の許可があったことを証する書類、②同法２３条２項の規定により税関

長から船舶等への当該資産の積込みの承認があったことを証する書類（以下「積込承認

証書」という。）又は③当該資産の輸出の事実を当該税関長が証明した書類（以下「輸出

証明書」という。）であって、（ｂ）当該資産を輸出した事業者の氏名又は名称及び住所

等（住所若しくは居所に係る事務所等の所在地をいう。以下同じ。）（規則５条１項１号

イ）、当該資産の輸出の年月日（同号ロ）、当該資産の品名並びに品名ごとの数量及び価

額（同号ハ）、当該資産の仕向地（同号ニ）が記載されたものをいう旨規定する。 

ウ 規則５条１項２号は、事業者が輸出取引において郵便物（関税法７６条１項に規定す

る郵便物に限る。）として当該資産を輸出した場合について、同項柱書きにいう当該事業

者が整理し保存すべき書類又は帳簿とは、当該輸出をした事業者が①当該資産の輸出の

年月日（規則５条１項１号ロ）、当該資産の品名並びに品名ごとの数量及び価額（同号

ハ）並びに当該郵便物の受取人の氏名若しくは名称及び住所等を記載した帳簿（以下

「２号帳簿」という。）又は②当該郵便物の受取人から交付を受けた物品受領書その他の

書類で当該郵便物の受取人の氏名等の所定の事項が記載されたものをいう旨規定する。 

（３）関税法 

ア 関税法２条１項２号は、同法又は同法に基づく命令において、「輸出」とは、「内国貨

物」（本邦にある貨物で「外国貨物」（輸出の許可を受けた貨物及び外国から本邦に到着

した貨物で輸入が許可される前のものをいう。同項３号）でないもの及び本邦の船舶に

より公海で採捕された水産物をいう。同項４号）を外国に向けて送り出すことをいう旨

規定する。 

イ 関税法２３条２項本文は、内国貨物である「船用品」（燃料、飲食物その他の消耗品等

で船舶において使用するものをいう。同法２条１項９号）等を本邦と外国との間を往来

する船舶等に積み込もうとする者は、政令で定めるところにより、税関長に申告し、そ

の承認を受けなければならない旨規定する。 

ウ 関税法２４条１項は、本邦と外国との間を往来する船舶又は航空機と陸地との間の交

通（同条２項の規定に該当するものを除く。）又は貨物の積卸は、税関長の許可を受けた

場合を除くほか、その指定した場所を経て行わなければならない旨規定し、同項は、本

邦と外国との間を往来する船舶又は航空機への交通が貨物（その授受につき同法の規定
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により承認又は許可を受けた貨物及び郵便物を除く。）の授受を目的とするものであると

きは、その交通は、政令で定めるところにより、税関長の許可を受け、かつ、その指定

した場所を経て行わなければならない旨規定する。 

エ 関税法６７条は、貨物を輸出し、又は輸入しようとする者は、政令で定めるところに

より、当該貨物の品名並びに数量及び価格その他必要な事項を税関長に申告し、貨物に

つき必要な検査を経て、その許可を受けなければならない旨規定する。 

オ 関税法７６条１項は、同項等において、「郵便物」とは、郵便物のうち、その価格（輸

入されるものについては、課税標準となるべき価格）が２０万円を超えるもの（寄贈物

品であるものその他の政令で定めるものを除く。）及び同条３項の政令で定める場合に係

るものを除くものをいう旨を規定する。 

２ 前提事実（争いのない事実、顕著な事実並びに掲記の証拠及び弁論の全趣旨により容易に認

められる事実） 

（１）原告は、「Ａ」との屋号を用いて、本邦内の港湾に停泊中の外国船舶の乗組員に対し、そ

の船内及び船外において、本邦内で仕入れた土産品等を販売することを業とする者であり、

本件各課税期間において、消費税を納める義務を負う事業者であった。 

（２）原告が行った本件土産品等の販売の態様は、次のア～ウのとおりである。（甲２～４、６、

８、乙１６、弁論の全趣旨） 

ア 本邦内の港湾に停泊中の外国船舶内に原告が土産品等を持参して、当該船舶の乗組員

に対して土産品等を販売し、代金支払と引換えに、その場で土産品等を引き渡すという

方法（以下、この方法による販売を「本件船内販売」という。） 

イ あらかじめ乗組員から注文を受けた船用物品を本邦内の港湾に停泊中の外国船舶内に

持参し、代金支払と引換えに、その場で船用物品を引き渡すという方法（以下、この方

法による販売を「本件事前注文販売」という。） 

ウ 本邦内の港湾に停泊中の外国船舶内に原告が土産品等の見本やカタログを持参し、乗

組員から土産品等の注文を受けて代金を受領し、下船後、ＥＭＳ又は国際小包を用いて、

乗組員から指定された国外の場所に当該土産品等を送付するという方法（以下、この方

法による販売を「本件ＥＭＳ等による販売」という。） 

（３）原告は、本件各課税期間の消費税等について、別表の本件各課税期間の項の「確定申告」

欄記載の内容で、平成２２年課税期間については灘税務署長に対し、平成２３年課税期間及

び平成２４年課税期間については納税地の異動により明石税務署長に対し、原告の確定申告

書を提出したが、当該確定申告書記載の課税標準の額には、本件土産品等の販売に係る対価

の額は含まれていない。（乙１～３） 

（４）明石税務署長は、平成２６年３月２０日付けで、原告に対し、本件土産品等の販売につい

て法７条１項１号の適用はないこと等を理由として、本件各更正処分等をした。（乙４～

６） 

 原告は、平成２６年５月１３日、明石税務署長に対し、本件各更正処分等の取消しを求

めて異議申立てをしたところ、同年７月８日付けで、同異議申立てをいずれも棄却する旨

の決定を受けた。（乙７、８） 

 原告は、平成２６年８月１日、国税不服審判所長に対し、本件各更正処分等の取消しを

求めて審査請求をしたところ、平成２７年６月２６日付けで、同審査請求をいずれも棄却
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する旨の裁決（以下「本件裁決」という。）及び裁決書の謄本の送達を受けた。（甲１の

１・２、乙９） 

（５）原告は、平成２８年１月６日、本件訴訟を提起した。（顕著な事実） 

３ 本件各更正処分等の根拠及び適法性に関する被告の主張 

 後記５に掲げるもののほか、別紙３「本件各更正処分等の根拠及び適法性に関する被告の主

張」に記載するとおりである（なお、同別紙で定める略称等は、以下においても用いることと

する。）。 

４ 争点 

（１）本件船内販売及び本件事前注文販売（以下、両者を併せて「本件船内販売等」ともい

う。）に係る争点 

 本件船内販売等が、法２条１項１号にいう「国内」において行われたものに該当するか

否か（争点１） 

（２）本件船内販売に係る争点（法７条１項の適用の可否） 

ア 本件船内販売が、法７条１項１号にいう「輸出」として行われるものに該当するか否

か（争点２） 

イ 本件船内販売が、法７条２項所定の証明がされたものに該当するか否か等（輸出証明

書の保存の有無等・争点３） 

（３）本件事前注文販売に係る争点 

 本件事前注文販売が、法７条２項所定の証明がされたものに該当するか否か（積込承認

証書の保存の有無・争点４） 

（４）本件ＥＭＳ等による販売に係る争点 

 本件ＥＭＳ等による販売が、法７条２項所定の証明がされたものに該当するか否か等

（２号帳簿の保存の有無等・争点５） 

５ 争点に関する当事者の主張の要旨 

（１）争点１（本件船内販売等が、法２条１項１号にいう「国内」において行われたものに該当

するか否か）について 

（原告の主張の要旨） 

ア 寄港国の港湾に停泊中の外国船舶は、原則として、当該船舶の旗国の裁判管轄権及び

執行管轄権に服し（旗国主義）、寄港国の裁判管轄権及び執行管轄権が及ぶのは、寄港国

の港湾内の静穏が乱されるような事態又は寄港国の秩序維持に影響がある場合に限られ

るというべきである（港内の静穏の法理）。この法理は、外国船舶内で発生した犯罪に関

する刑事裁判管轄について主張されている見解ではあるが、租税法を含む公法一般に妥

当するものである。そして、本件船内販売等につき法を含む租税法の効力が及ぶか否か

が問題となる場面は、前記の場合に当たらないから、本邦内の港湾に停泊中の外国船舶

に対しては、租税法の効力が及ばず、本件船内販売等は、「国内」で行われたものに該当

しないというべきである。 

イ 本件船内販売等の相手方たる外国船舶の乗組員らは、出入国管理及び難民認定法（以

下「入管法」という。）の定める上陸許可を得るための手続を履践しておらず、本件船内

販売等が行われた時点において、本邦内に所在したということはできないから、本件船

内販売等も本邦内すなわち「国内」において行われたものに該当しないというべきであ
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る。 

ウ ①原告は、税関の求めに応じて、外国船舶内で本件船内販売等を行うに先立ち、（ａ）

本件船内販売につき、外国船舶内に持ち込む土産品等を記載した土産品販売目録又は船

内持込品目録及び船内販売品目録（以下、標題にかかわらず、「土産品目録等」とい

う。）を提出した上、税関長から、外国船舶内への土産品等の持込みの事実上の承諾を受

け、（ｂ）本件事前注文販売につき、外国船舶内に積み込む船用物品を記載した内国貨物

船用品（機用品）積込承認申告書（以下「積込承認申告書」という。）を提出した上、税

関長から、船用物品の積込みの承認（関税法２３条２項本文参照）を受けているが、税

関が原告に対してこのような承諾や承認の手続の履践を求めるのは、原告が土産品等及

び船用物品を外国船舶に持ち込む行為が、実質的には本邦内から外国に向けて送り出す

行為（輸出）に相当するとの見解に立つものであると考えられること、②仮に、外国船

舶内で本件船内販売等が行われた時点では土産品等及び船用物品は本邦内に所在したと

解するのであれば、原告から購入した土産品等及び船用物品を携行している外国船舶の

乗組員は、乗船する外国船舶が、我が国の領海から出たり、同領海から出た後、再度同

領海内へ入ったりする都度、輸出及び輸入をしていることになり、関税法６７条所定の

税関長に対する申告をした上で輸出及び輸入の許可を得るべきことになるが、税関は、

当該乗組員に対してこのような手続の履践を求めていないことからも、前記のとおり解

されないというべきであることからすれば、外国船舶内で本件船内販売等が行われた時

点においては、その対象たる土産品等及び船用物品は、本邦外に所在していた、すなわ

ち、「国内」に所在していなかったというべきである。 

 したがって、本件船内販売等は、法２条１項１号にいう「国内」において行われるも

のに該当しない。 

（被告の主張の要旨） 

ア 法の効力は、原則として、我が国の属地的管轄権の及ぶ地域である、我が国の領土、

領海及び領空の全域に及ぶと解される。 

 本邦内の港湾に停泊中の外国船舶は、本邦の領海内にあり、当該外国船舶について法

の適用を除外する旨の規定もないから、当該外国船舶内は、法の「施行地」であり、「国

内」に該当するものというべきである。 

 したがって、本件船内販売は、法２条１項１号にいう「国内」において行われたもの

に該当するということができる。 

イ 入管法は、我が国の領海又は領空に入ることを意味する「入国」と、我が国の領土に

入ることを意味する「上陸」を区別しており、本邦内の港湾に停泊中の外国船舶の乗組

員は、上陸許可を受けていなくても、本邦に入国しているものである。 

ウ 税関においては、原告のような外国船舶の乗組員に対する土産品等の販売を業とする

者（以下「土産品等販売業者」という。）が販売した土産品等については乗組員が携帯し

て輸出することを予定しているところ、乗組員が当該輸出につき税関に申告する手続を

省略するため、便宜上、土産品等販売業者に対し、船内での販売物品について船名、品

名、数量、価格等を記載した土産品目録等の提出を求めることとしているにすぎない

（乙１７、２７）。 

（２）争点２（本件船内販売が、法７条１項１号にいう「輸出」として行われるものに該当する
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か否か）について 

（原告の主張の要旨） 

ア 法７条１項１号の「輸出」は、関税法２条２号の「輸出」と同義であるから、同号が

規定するとおり、内国貨物を外国に向けて送り出すことをいうものと解すべきである。 

イ 本件船内販売に係る土産品等は、国外で消費されることを前提とするものであるから、

本件船内販売は、内国貨物である土産品等を外国に向けて送り出すものということがで

きる。 

 したがって、本件船内販売は、法７条１項１号にいう「輸出」として行われるものに

該当するというべきである。 

（被告の主張の要旨） 

ア 法７条１項１号の「輸出」とは、内国貨物を国外に送り出す行為を伴う資産の譲渡又

は貸付けをいうものと解すべきであり、本邦内において資産の譲渡又は貸付けが行われ

た後に、当該資産が本邦から輸出された場合は、「輸出」に該当しないというべきである。 

イ 本件船内販売においては、原告が、外国船舶の乗組員に対し、本件船内販売に係る土

産品等を販売した後に、当該乗組員が、当該土産品等を本邦から持ち出し又は輸出して

いるにすぎない。 

 したがって、本件船内販売は、法７条１項１号にいう「輸出」として行われるものに

該当しないというべきである。 

（３）争点３（本件船内販売が、法７条２項所定の証明がされたものに該当するか否か等（輸出

証明書の保存の有無等））について 

（原告の主張の要旨） 

ア 原告が税関に対して提出した土産品目録等は、規則５条１項１号の輸出証明書に該当

し、同号イないしニの各事項が記載されたものであるということができる。土産品目録

等には、同号ニの「当該資産の仕向地」は明記されていないものの、当該資産の仕向地

は、当該外国船舶の船籍国又は購入者である乗組員の国籍国であるところ、税関長は、

関税法１５条１項及び同法施行令１２条３項３号に基づき、外国船舶の入港時に、当該

外国船舶の名称及び国籍、乗組員の国籍等の報告を受けているため、船名及び乗組員の

氏名が記載されている土産品目録等により、当該資産の仕向地を把握することができる

から、土産品目録等には、「当該資産の仕向地」の記載があるものと解すべきである。 

 したがって、本件船内販売は、法７条２項所定の証明がされたものに該当するという

べきである。 

イ 仮に本件船内販売が、法７条２項所定の証明がされたものに該当しないとしても、最

高裁平成２１年７月１０日第二小法廷判決・民集６３巻６号１０９２頁（いわゆるＢ事

件）（以下「平成２１年最高裁判決」という。）の判例法理論を勘案すれば、原告は救済

されてしかるべきである。 

（被告の主張の要旨） 

ア（ア）土産品目録等は、販売された土産品等の品名、数量、価格等について、当該土産

品等を購入した乗組員が携帯して輸出することができる貨物の範囲内であるか否かを

税関長が確認することを目的とするものであって、税関長が当該土産品等の輸出の事

実を証明する書類ではない。 
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 そうすると、土産品目録等が、輸出証明書に該当するということはできない。 

（イ）「仕向地」とは、商品・貨物を仕向ける土地、注文品の発送先をいうところ、土産

品目録等に、仕向地の記載はない。 

 原告は、土産品目録等に記載された船舶の船籍国及び当該船舶の乗組員の国籍国が

仕向地である旨主張するが、当該船舶が船籍国以外の国の港に向かうことや、当該乗

組員が国籍国以外の国の港に向かうことがあるから、原告の主張を認めることはでき

ない。また、土産品目録等には、当該船舶の船籍国又は当該船舶の乗組員の国籍国が

記載されていないから、原告の主張はその前提を欠いている。 

 そうすると、土産品目録等に、「当該資産の仕向地」の記載があると解することは

できない。 

（ウ）したがって、本件船内販売は、法７条２項所定の証明がされたものに該当しない

というべきである。 

イ 平成２１年最高裁判決は、本件とは事案を異にするから、平成２１年最高裁判決に係

る原告の主張は失当である。 

（４）争点４（本件事前注文販売が、法７条２項所定の証明がされたものに該当するか否か（積

込承認証書の保存の有無））について 

（原告の主張の要旨） 

ア 本件事前注文販売（平成２３年課税期間に係る同年５月１９日の８２８０円及び同年

１２月８日の２万２２８２円並びに平成２４年課税期間に係る同年１０月１８日の１万

５０００円及び同年１２月１６日の１０００円）は、船用品たる船用物品に関するもの

であって、当該船用物品の外国船舶への積込みに係る税関長からの承認を証する書類

（積込承認証書）たる積込承認申告書（以下「本件積込承認申告書」という。）も保存さ

れているから、法７条２項所定の証明がされたものに該当し、同条１項により消費税が

免除される。 

イ 規則５条１項柱書きは、書類又は帳簿について、所定の日から７年間の事務所等の所

在地での保存の要件（以下「７年間保存要件」という。）を定めているが、７年間のうち

の一定の時点で、事業者が課税庁に対してこれらを提示した事実、又は、これらが事業

者の事務所等に存在していたことが立証されれば、７年間保存要件を満たすものと認め

られるというべきである。そして、原告が行政機関の保有する個人情報の保護に関する

法律に基づく保有個人情報開示請求（以下「個人情報開示請求」という。）により神戸税

関に保有されていた積込承認申告書（甲２１の１・２、２２の１・２）を入手できてい

ることからすると、原告が、神戸税関長から本件事前注文販売に係る積込承認を受けた

際、この積込承認申告書の写しを受領し、その後、これを事務所等に保存していたこと

が裏付けられるから、本件積込承認申告書について、７年間保存要件を満たすというべ

きである。 

 仮に、７年間保存要件が、７年の間、間断なく保存すべき旨を定めているものと解す

るとしても、原告は、本件積込承認申告書につき、平成２４年の本件事前注文販売に先

立ち神戸税関長から受領した後、現在まで、事務所等に保存しているので、本件積込承

認申告書について、７年間保存要件を満たすというべきである。原告が個人情報開示請

求をして積込承認申告書（甲２１の１・２、２２の１・２）を入手したのは、平成２９
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年に行った自宅の引っ越しに伴い関係書類を直ちに探索できない状態となってしまい、

これらの資料を探すより、個人情報開示請求により資料を入手した方が早いと考えたか

らにすぎないのであって、資料を処分したことはないのであるから、個人情報開示請求

をした事実が存するからといって、原告が本件積込承認申告書を現在まで事務所等に保

存していることが否定される根拠とはならない。 

ウ したがって、本件事前注文販売は、法７条２項所定の証明がされたものに該当すると

いうべきである。 

（被告の主張の要旨） 

 積込承認申告書（甲２１の１・２、２２の１・２）は、本件事前注文販売に関する積

込承認証書に該当するものの、原告は、これを平成２９年１２月に行った個人情報開示

請求によって入手したものであって、７年間、事務所等に保存した（規則５条１項１

号）とは認められないから、本件積込承認申告書について、７年間保存要件を満たすと

いうことはできない。 

 したがって、本件事前注文販売は、法７条２項所定の証明がされたものとは認められ

ない。 

（５）争点５（本件ＥＭＳ等による販売が、法７条２項所定の証明がされたものに該当するか否

か等（２号帳簿の保存の有無等））について 

（原告の主張の要旨） 

ア 本件ＥＭＳ等による販売は、土産品等に係る輸出取引において郵便物として当該土産

品等を輸出したものであって、次の（ア）～（オ）に記載した各本件ＥＭＳ等による販

売につき、後記イのとおり、少なくとも。各掲記の各書類（以下「本件ＥＭＳ等関係書

類」という。）が一体となって２号帳簿に該当し、後記ウのとおり、７年間保存要件も満

たすので、当該土産品等の輸出の年月日、当該土産品等の品名並びに品名ごとの数量及

び価額並びに当該郵便物の受取人の氏名若しくは名称及び住所等を記載した帳簿（２号

帳簿）が保存されているということができるから、法７条２項所定の証明がされたもの

に該当し、同条１項により消費税が免除される。 

（ア）平成２３年１０月５日発送分（以下「本件ＥＭＳ等取引１」という。） 

 ＥＭＳ送り状（甲２）、平成２３年９月２９日付け船内販売品目録（甲７の１）、レシ

ート（甲７の２）及び２３年総勘定元帳（甲９の１・２） 

（イ）平成２４年８月２２日発送分（ただし、国際小包送り状（甲３の１）に、「内容品の

価格」の合計として、「￥８０００」との記載があるもの。以下「本件ＥＭＳ等取引

２」という。） 

 国際小包送り状（甲３の１）及び２４年総勘定元帳（なお、甲１５は、平成２９年１

１月に原告によって復元されたものである。） 

（ウ）平成２４年８月２２日発送分（ただし、ＥＭＳ送り状（甲３の２）に、「内容品の価

格」の合計として、「￥５０００」との記載があるもの。以下「本件ＥＭＳ等取引３」

という。） 

 ＥＭＳ送り状（甲３の２）及び２４年総勘定元帳 

（エ）平成２４年８月２８日発送分（以下「本件ＥＭＳ等取引４」という。） 

 ＥＭＳ送り状（甲１２）、平成２４年８月１６日付け土産品販売目録（甲１４の２。
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以下「本件土産品販売目録」という。）及び２４年総勘定元帳 

（オ）平成２４年１１月２１日発送分（以下「本件ＥＭＳ等取引５」という。） 

 ＥＭＳ送り状（甲１３）及び２４年総勘定元帳 

イ 本件ＥＭＳ等関係書類の２号帳簿への該当性 

 消費税法基本通達１７－３－１（以下「本件通達」という。）は、帳簿の備付け等に関

する法５８条に規定する帳簿は、「規則第２７条（中略）に規定する記載事項を記録した

帳簿であればよいのであるから、商業帳簿のほか、所得税又は法人税の申告の基礎とな

る帳簿書類でも差し支えない」と定めている。そして、「帳簿書類」について、所得税法

２３２条１項の委任を受けた同法施行規則１０２条３項２号は、「業務に関して作成し、

又は受領した請求書、納品書、送り状、領収書その他これらに類する書類（自己の作成

したこれらの書類でその写しのあるものは、当該写しを含む。）」と定め、法人税法１５

０条の２第１項の委任を受けた同法施行規則６７条１項は、「取引に関して、相手方から

受け取った注文書、契約書、送り状、領収書、見積書その他これらに準ずる書類」と定

めているのであって、所得税法施行規則１０２条３項２号及び法人税法施行規則６７条

１項は、継続的・体系的に記録されたものではなくても、複数の書類が相まって所定の

事項が確認できれば、当該複数の書類を「帳簿書類」として扱うことを予定している。

そうすると、法５８条や規則５条１項も、継続的・体系的に記録されたものではなくて

も、複数の書類が相まって所定の事項が確認できれば、当該複数の書類を「帳簿」とし

て扱うことを予定しているというべきである。 

 そして、本件ＥＭＳ等による販売に係るＥＭＳ送り状（甲２、３の２、１２、１３）

及び国際小包送り状（甲３の１）（以下、併せて「本件各送り状」ともいう。）には、規

則５条１項２号所定の事項が記載されており、同項所定の「帳簿」と認められる。仮に、

本件各送り状単体では、継続的・体系的に記録されているということができず、「帳簿」

と認めることができないとしても、本件各送り状以外の総勘定元帳等も含め、本件ＥＭ

Ｓ等関係書類全体でみれば、本件各送り状以外の記載内容と相まって、「帳簿」と判断さ

れる。 

 したがって、少なくとも、本件ＥＭＳ等関係書類が一体となって、２号帳簿に該当す

るというべきである。 

ウ ７年間保存要件 

（ア）本件土産品販売目録及び２４年総勘定元帳は、本件各送り状とは異なり、規則５条

１項２号にいう「帳簿」そのものではなく、これを補完する資料にすぎず、同項におい

て７年間の保存が求められている「帳簿」には該当しないから、本件各送り状について

７年間保存要件を満たしていれば、「帳簿」について７年間保存要件を満たしていると

いうべきである。 

（イ）仮に、このように解することができないとしても、原告は、次のとおり、本件土産

品販売目録及び２４年総勘定元帳を規則５条１項所定の７年間保存していたということ

ができる。 

 すなわち、①原告が個人情報開示請求により神戸税関に保有されていた本件土産品販

売目録を入手できていることからすると、原告が、神戸税関長から本件ＥＭＳ等による

販売４に係る土産品等の持込みの事実上の承諾を受けた際、この土産品販売目録の写し
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を受領し、その後、これを事務所等に保存していたことが裏付けられ、また、②個人情

報開示請求に係る開示を受けた資料等に基づいて、平成２９年１１月１６日に２４年総

勘定元帳の内容を再現したから、２４年総勘定元帳が原告の事務所等に存在していたこ

とは明らかであって、本件土産品販売目録及び２４年総勘定元帳について、７年間保存

要件を満たすというべきである。 

 ７年間保存要件が、７年の間、間断なく保存すべき旨を定めているものと解するとし

ても、原告は、本件土産品販売目録及び２４年総勘定元帳につき、規則５条１項柱書き

所定の日以後、現在まで、事務所等に保存しているので、本件土産品販売目録及び２４

年総勘定元帳について、７年間保存要件を満たすというべきである。原告が個人情報開

示請求をして本件土産品販売目録その他資料等を入手したのは、平成２９年に行った自

宅の引っ越しに伴い関係書類を直ちに探索できない状態となってしまい、これらの資料

を探すより、個人情報開示請求により資料を入手した方が早いと考えたからにすぎない

のであって、資料を処分したことはないのであるから、個人情報開示請求をした事実が

存するからといって、原告が本件土産品販売目録及び２４年総勘定元帳を現在まで事務

所等に保存していることが否定される根拠とはならない。 

エ 仮に本件ＥＭＳ等による販売が、法７条２項所定の証明がされたものに該当しないと

しても、平成２１年最高裁判決の判例法理論を勘案すれば、原告は救済されてしかるべ

きである。 

（被告の主張の要旨） 

ア 本件ＥＭＳ等取引２及び３の売上について、原告が「帳簿」と主張する送り状（甲３

の１・２）及び２４年総勘定元帳（甲１５）の記載からは、原告が、いつ、どこで商品

の注文を受け、代金を受領したのか等は明らかではない。 

 本件ＥＭＳ等取引４の売上について、本件土産品販売目録（甲１４の２）及びＥＭＳ

送り状（甲１２）からは、そもそもそのような取引があった事実は認められない。 

 本件ＥＭＳ等取引５について、ＥＭＳ送り状からは、そもそも、売買に係る商品の送

付であるか否かも判然としない。 

 以上のとおり、本件ＥＭＳ等取引２～５（平成２４年課税期間に係るもの）は、その

内容が明確ではなく、当該取引に係る売上金額が、平成２４年課税期間の更正処分に係

る課税標準額に含まれていたとはいえない。 

イ（ア）本件各送り状は、規則２７条１項１号ロの「資産の譲渡の年月日」の記載がされ

たものではなく、同条３項の要件も満たさないから、法にいう「帳簿」には該当しな

いというべきである。 

（イ）規則５条１項柱書は、「書類」と「帳簿」を明確に区別しているところ、社会通念

上、法にいう「帳簿」とは、個々の取引に関する書類をいうものではなく、少なくと

も、当該事業者の取引関係を継続的に、連続して体系的に記録したものであって、当

該事業者の輸出取引の内容を適正に確認できるものであることを要すると解すべきで

ある。 

 本件各送り状は、帳簿作成の前提資料となる「書類」にすぎず、原告の取引関係を

継続的に、連続して体系的に記録したものであるということはできないから、法にい

う「帳簿」には該当しないというべきである。 
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（ウ）そうすると、本件各送り状が、規則５条１項２号にいう「帳簿」に該当するとい

うことはできない。 

ウ ７年間保存について 

 原告が、本件ＥＭＳ等取引２～５に係る帳簿を補完する資料である旨主張する本件土

産品販売目録（甲１４の２）は、原告が本件訴訟提起後である平成２９年１０月２３日

付け個人情報開示請求によって入手したものである。また、同様に補完する資料と主張

する２４年総勘定元帳（甲１５）は、原告が税務調査に対して売上に係る基礎資料とし

て提示した平成２４年１月～３月分及び９月～１２月分の土産品販売目録等、前記のと

おり個人情報開示請求によって開示を受けた同年８月分の土産品販売目録及び原告が処

分行政庁に提出した平成２４年分所得税青色申告決算書（一般用）の「売上（収入）金

額（雑収入を含む）」欄に記載された金額に基づき、平成２９年１１月頃に作成されたも

のである。 

 したがって、原告が、「帳簿」を、規則５条１項柱書き所定の日から７年間保存してい

たとは認められない。 

エ 前記（３）（被告の主張の要旨）イのとおり、平成２１年最高裁判決に係る原告の主張

は失当である。 

オ 以上のとおり、本件ＥＭＳ等による販売については、法７条２項所定の証明がされた

ものに該当しないというべきである。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 争点１（本件船内販売等が、法２条１項１号にいう「国内」において行われたものに該当す

るか否か）について 

（１）法２条１項１号は、「国内」とは法の施行地をいう旨規定するところ、国の制定する租税

法の施行地、すなわち、その効力の及ぶ場所的範囲は、特段の定めのない限り、我が国の主

権の及ぶ地域たる、我が国の領土、領海及び領空（本邦）の全域にわたるのであって、本邦

内の特定の場所につき租税法の効力が及ばないためには、条約（我が国が批准したものに限

る。以下同じ。）、法令（我が国が制定したものに限る。以下同じ。）等においてその旨が明

文で規定される必要があるものと解される（外交関係に関するウィーン条約２３条、国際連

合の特権及び免除に関する条約２条７項、地方税法３４８条９項等参照）。 

 そして、原告が資産の譲渡たる本件船内販売等を行った時点においては、資産の譲渡の

対象たる土産品等及び船用物品は、本邦内の港湾に停泊中の外国船舶内に所在していたと

認められる（前記前提事実（１）、（２）、弁論の全趣旨）ところ、本邦内の港湾に停泊中の

外国船舶内につき法を含む租税法の効力の及ぶ場所的範囲から除外する旨を明文で規定し

た条約、法令等は見当たらないから、本件船内販売等は、法２条１項にいう「国内」にお

いて行われたものに該当するというべきである。 

 そうすると、本件船内販売等は、法４条１項所定の「国内において事業者が行った資産

の譲渡」に当たる（法２条１項１号、４条１項、３項）。 

（２）原告の主張に対する判断 

ア 原告は、寄港国の港湾に停泊中の外国船舶は、原則として、当該船舶の旗国の裁判管

轄権及び執行管轄権に服し、寄港国の裁判管轄権及び執行管轄権が及ぶのは、寄港国の

港湾内の静穏が乱されるような事態又は寄港国の秩序維持に影響がある場合に限られる
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ところ、本件船内販売等につき法を含む租税法の効力が及ぶか否かが問題となる場面は、

このような場合に当たらないから、本邦内の港湾に停泊中の外国船舶に対しては、租税

法の効力が及ばず、本件船内販売等は「国内」で行われたものに該当しない旨主張する。 

 しかしながら、本件船内販売等につき、法を含む租税法の効力が及ぶか否かという問

題と、裁判管轄権又は執行管轄権が及ぶか否かという問題とは、別の問題であって、法

の効力が及ぶ場所的範囲に関して、裁判管轄権又は執行管轄権が及ぶか否かによって決

すべき旨を定めた条約、法令等も見当たらないから、原告の前記主張は、その前提を誤

るものであって、失当である。 

 したがって、原告の前記主張は採用することができない。 

イ そして、原告は、本件船内販売等の相手方たる外国船舶の乗組員らは、入管法の定め

る上陸許可を得るための手続を履践しておらず、本件船内販売等が行われた時点におい

て、本邦内に所在したということはできないから、本件船内販売等も本邦内すなわち

「国内」において行われたものに該当しないというべきである旨主張する。 

 しかしながら、法は、消費税の課税の対象を「国内において事業者が行った資産の譲

渡」等と定めた上で（４条１項）、「資産の譲渡」が「国内」において行われたかどうか

の判定について、当該譲渡が行われる時点において当該資産が所在していた場所が「国

内」にあるかどうかにより行うものとする旨定めているのであって（同条３項１号）、事

業者が行う資産の譲渡の相手方が、同時点において、「国内」に所在するかどうかや、入

管法上の上陸許可を得ているかどうかにより行うものとする旨定めているわけではない。

そうすると、原告の前記主張は、法の文言を全く考慮しないものといわざるを得ず、他

方で、事業者が行う資産の譲渡の相手方が入管法上の上陸許可を受けていない場合には

同条１項の適用を除外すべき旨の他の法令上の規定も見当たらない。 

 したがって、原告の前記主張は採用することができない。 

ウ また、原告は、①税関の求めに応じて、外国船舶内で本件船内販売等を行うに先立ち、

外国船舶内に持ち込む土産品等を記載した土産品目録等や外国船舶内に積み込む船用物

品を記載した積込承認申告書を提出の上、税関長から、外国船舶内への土産品等の持込

みの事実上の承諾や船用物品の積込みの承認（関税法２３条）を受けているが、税関が

原告に対してこのような承諾や承認の手続の履践を求めるのは、原告が土産品等及び船

用物品を外国船舶に持ち込む行為が、実質的には本邦内から外国に向けて送り出す行為

（輸出）に相当するとの見解に立つものであると考えられること、②仮に、外国船舶内

で本件船内販売等が行われた時点では土産品等及び船用物品は本邦内に所在したと解す

るのであれば、原告から購入した土産品等及び船用物品を携行している外国船舶の乗組

員は、乗船する外国船舶が、我が国の領海から出たり、同領海から出た後、再度同領海

内へ入ったりする都度、輸出及び輸入をしていることになり、関税法６７条所定の税関

長に対する申告をした上で輸出及び輸入の許可を得るべきことになるが、税関は、当該

乗組員に対してこのような手続の履践を求めていないことからも、前記のとおり解され

ないというべきであることからすれば、外国船舶内で本件船内販売等が行われた時点に

おいては、その対象たる土産品等及び船用物品は、本邦外に所在していた、すなわち、

「国内」に所在していなかったというべきである旨主張する。 

 しかしながら、①税関が、（ａ）原告を含む土産品等販売業者に対して、外国船舶内で
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の土産品等の販売を行うに先立ち、外国船舶内に持ち込む土産品等を記載した土産品目

録等の提出を求めて、その持込みにつき事実上の承諾を与えているのは、後記２のとお

り、外国船舶内において購入した土産品等を携行した乗組員を乗船させた外国船舶が我

が国の領海から出た場合、当該乗組員が当該土産品等を輸出したことになることを前提

とした上で、当該輸出に先立ち、土産品等販売業者が外国船舶内に持ち込む土産品等の

中に法令により輸出が規制されている物品が存するか否かを確認し、これが存しない場

合には、当該土産品等の外国船舶内への持込みを事実上承諾するという運用上の取扱い

にすぎないし、（ｂ）原告を含む船用品の販売業者に対して、外国船舶内での船用物品等

の船用品の販売を行うに先立ち、外国船舶内に積み込む船用品を記載した積込承認申告

書の提出を求めて、その積込みにつき税関長による承認をしているのは、本邦と外国と

の間を往来する船舶に船用品を積み込むに先立ち税関長による積込みの承認が必要であ

るとしている関税法２３条に基づくものであるから、税関が、原告に対して前記のよう

な事実上の承諾や同条に基づく承認の手続の履践を求めているからといって、原告が土

産品等及び船用物品を外国船舶に持ち込む行為につき、実質的には本邦内から外国に向

けて送り出す行為（輸出）に相当するとの見解に立っているわけではないことは明らか

である。 

 また、②仮に、原告から購入した土産品等及び船用物品を携行している外国船舶の乗

組員は、乗船する外国船舶が、我が国の領海から出たり、同領海から出た後、再度同領

海内へ入ったりする都度、関税法所定の輸出及び輸入をしていることになると評価され

得るとしても、当該乗組員に関する同法６７条所定の税関長に対する申告並びに輸出及

び輸入の許可についてどのように取り扱うかは、同法及び関係法令を踏まえて税関当局

が決すべき事柄であるから、税関が当該乗組員に対して同条所定の税関長に対する申告

の履践を求めていないからといって、法の解釈・適用上、外国船舶内で本件船内販売等

が行われた時点において、その対象たる土産品等及び船用物品は法２条１項１号にいう

「国内」に所在していなかったということにはならないというべきである。 

 したがって、原告の前記各主張はいずれも採用することができない。 

（３）そうすると、本件船内販売等は、法２条１項１号にいう「国内」において行われるものに

該当するというべきである。 

２ 争点３（本件船内販売が、法７条２項所定の証明がされたものに該当するか否か等（輸出証

明書の保存の有無等））について 

（１）認定事実 

 前記前提事実並びに掲記の証拠及び弁論の全趣旨によれば、次の事実が認められる。 

ア 土産品目録等に関する税関の取扱いについて（乙１７、２７） 

 税関は、外国船舶内において購入した土産品等を携行した乗組員を乗船させた外国船

舶が我が国の領海から出た場合、当該乗組員が当該土産品等を輸出したことになること

を前提とした上で、当該輸出に先立ち、次のとおり、土産品等販売業者との間で土産品

目録等授受を行うことを通じて、乗組員に対して当該土産品等に係る輸出の申告（関税

法６７条）を省略させる便宜を図るという運用上の取扱いを行っている。 

（ア）外国船舶の乗組員に対する土産品等の販売を業とする土産品等販売業者は、外国船

舶内に土産品等を持ち込むに先立ち、土産品目録等に、当該土産品等を持ち込もうとす
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る外国船舶の名称並びに販売しようとする物品の品名、数量及び価格を記載して、税関

に提出する。 

 税関は、提出された土産品目録等に記載されている土産品等の中に、輸出貿易管理令

等の法令により輸出が規制されている物品がなければ、当該土産品目録等に税関名義の

受理印（確認印）で割り印をして、１部を土産品等販売業者に一時交付する。 

（イ）土産品等販売業者は、外国船舶の乗組員に対して土産品等を販売した後、前記

（ア）のとおり一時交付を受けた土産品目録等に、販売した物品の品名、数量及び価格

を記載するとともに、購入者の署名を得て、税関に提出する。 

 税関は、前記のとおり提出された土産品目録等を確認の上、販売された土産品等の品

名、数量及び価格等について、関税法等の法令により、当該土産品等を購入した乗組員

が携帯して輸出することができる貨物の範囲内であるか否かを確認した上で、当該土産

品目録等を回収し、土産品等販売業者から求めがあれば、その写しを交付する。 

イ 原告による土産品目録等の提出等について（乙１３の１・２、１７、２０～２３） 

 原告は、本件各課税期間中に、前記アの運用に沿って、税関に対し、土産品等を外国

船舶内に持ち込むに先立ち、同ア（ア）掲記の内容を記載した土産品目録等を提出し、

販売を行った後、一時交付を受けた土産品目録等に、原告が販売した土産品等の品名、

品名ごとの数量及び価格を記載するとともに、購入者の署名を得た上で、提出し、その

写しの交付を受けた。 

（２）前記（１）を前提に、以下検討する。 

ア 土産品目録等が輸出証明書（当該資産の輸出の事実を当該税関長が証明した書類）に

該当するか否か 

 前記（１）によれば、原告が税関との間で本件各課税期間中に土産品目録等の授受を

通じて行った手続は、税関が、外国船舶内において購入した土産品等を携行した乗組員

を乗船させた外国船舶が我が国の領海から出た場合、当該乗組員が当該土産品等を輸出

したことになることを前提とした上で、当該輸出に先立ち、土産品等販売業者に提出さ

せた土産品目録等を通じて、①土産品等販売業者が外国船舶内に持ち込む土産品等の中

に輸出貿易管理令等の法令により輸出が規制されている物品が存するか否かを確認し、

これが存しない場合には、当該土産品等の外国船舶内への持込みを事実上承諾し、当該

土産品目録等に税関名義の受理印（確認印）で割り印をする（前記（１）ア（ア））とと

もに、②販売された土産品等については、当該土産品等の品名、数量及び価格等が、関

税法等の法令により、乗組員が携帯して輸出することができる貨物の範囲内であるか否

かを事実上確認し（同（イ））、③乗組員に対して当該土産品等に係る輸出の申告（関税

法６７条）を省略させるという便宜を図るという運用上の取扱いにすぎないものと認め

られる。 

 以上のとおり、原告と税関との間で行われた土産品目録等の授受が運用上の取扱いに

すぎない上、土産品目録等に記載された土産品等の外国船舶内への持込みを事実上承諾

する旨の受理印（確認印）での割り印も税関長名義ではなく税関名義で行われることを

併せ考えると、土産品目録等が土産品等の輸出の事実を税関長が証明する趣旨のもので

ないことは明らかである。 

 したがって、土産品目録等は、輸出証明書に該当しない。 
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イ 土産品目録等に規則５条１項１号イからニまでの事項が記載されていたか否か 

 また、原告が税関との間で授受した土産品目録等（乙１３の１・２、１７、２０～２

３）には、少なくとも、当該土産品等の仕向地（規則５条１項１号ニ）が記載されてい

ない。 

 これに対し、原告は、税関長は、関税法１５条１項及び同法施行令１２条３項３号に

基づき、外国貿易船の入港時に、当該外国貿易船の名称及び国籍、乗組員の国籍等の報

告を受けており、船名及び乗組員の氏名が記載されている土産品目録等により、当該資

産の仕向地が、当該船舶の船籍国又は当該船舶の乗組員の国籍国であると判断すること

ができるから、原告が税関との間で授受した土産品目録等には、「当該資産の仕向地」の

記載があるものと解すべきである旨主張する。 

 しかしながら、規則５条１項１号の規定に照らせば、ある書類が同号の輸出証明書に

該当するためには、飽くまで輸出証明書そのものに「当該資産の仕向地」が記載されて

いることを要し、単に税関長において「当該資産の仕向地」を認識することができたと

いうのでは足りないと解されるところ、土産品目録等には、当該船舶の船籍国又は当該

船舶の乗組員の国籍国すら記載されていないから、原告の前記主張は採用することがで

きない。 

ウ したがって、本件船内販売は、規則５条１項１号所定の輸出証明書の保存がされてい

ないため、法７条２項所定の証明がされたものに該当するということができない。 

（３）原告は、仮に、本件船内販売が法７条２項所定の証明がされたものに該当しないとしても、

平成２１年最高裁判決の判例法理論を勘案すれば、原告が救済されてしかるべきである旨主

張する。 

 しかしながら、平成２１年最高裁判決は、法人税法（平成１５年法律第８号による改正

前のもの）６８条１項に基づき配当等に係る所得税額を控除するに当たり、法人税法施行

令（平成１８年政令第１２５号による改正前のもの）１４０条の２第３項所定の方法によ

る計算を誤ったために控除を受けるべき金額を過少に記載したとしてされた更正の請求に

ついて、当該事案の事実関係の下では、当該法人は、所得税額控除制度の適用を受けるこ

とを選択する意思であったと認められる旨認定し、当該法人からの更正の請求を認めても

法人税法６８条３項の趣旨に反しない旨判断したもので、本件とは事案を異にするもので

ある。 

 また、原告は、平成２１年最高裁判決の判例理論とはどのようなものであり、本件にど

のように当てはめるべきであるのかについて具体的な主張をしておらず、そもそも、その

主張内容自体判然としないというべきである。 

 したがって、原告の前記主張は採用することができない。 

（４）小括 

 そうすると、本件船内販売は、法７条２項所定の証明がされたものに該当せず、平成２

１年最高裁判例の判例理論によって救済されるべきであるとも認められない。 

 したがって、その余の点（争点２）について判断するまでもなく、本件船内販売につい

ては、法７条１項は適用されないというべきである。 

３ 争点４（本件事前注文販売が、法７条２項所定の証明がされたものに該当するか否か（積込

承認証書の保存の有無））について 
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（１）規則５条１項柱書きの７年間保存要件の意義 

ア 法７条１項１号、同条２項は、事業者が国内において行う課税資産の譲渡等のうち、

本邦からの輸出として行われる資産の譲渡又は貸付け（輸出取引）については、その課

税資産の譲渡等が輸出取引に該当するものであることにつき、財務省令で定めるところ

により証明がされたものである場合に限って、消費税を免除する旨規定する。そして、

同条２項の委任を受けた規則５条１項柱書きは、当該証明がされたものは、当該事業者

が、当該輸出取引につき、同項各号に掲げる場合の区分に応じ当該各号に定める書類又

は帳簿を整理し、所定の日から７年間、これを事務所等の所在地に保存することにより

証明がされたものとする旨規定している。 

 そこで検討すると、①「書類又は帳簿を整理」し、所定の日から「７年間、これを

（中略）保存することにより証明がされたものとする」との規則５条１項柱書きの文言

に照らすと、同項は、同項各号に定める書類又は帳簿につき、７年の間、間断なく保存

する旨規定しているものと解するのが素直であることに加え、②同項柱書きは、国税庁、

国税局又は税務署の職員（以下、併せて「税務職員」ともいう。）による検査の対象とな

り得る同項各号に定める書類又は帳簿（平成２３年法律第１１４号による改正前の法６

２条、６５条１項、同改正により定められた通則法７４条の２第１項３号参照）の整理

及び保存をもって、消費税が免除される法７条１項各号に掲げる課税資産の譲渡等（輸

出取引等）への該当性に関する証明手段としているところ、これは、税務職員が免除対

象となる課税資産の譲渡等（輸出取引等）への該当性について検査することを通じて、

消費税の公平・確実な賦課徴収を確保するためには、規則５条１項各号に定める書類又

は帳簿という客観的な信用性の高い資料を整理及び保存させることが必要不可欠である

と判断されたためであると考えられることや、③規則５条１項柱書きは同項各号に定め

る書類又は帳簿の保存期間を所定の日から７年間としているが、これは、国税の更正、

決定等の期間制限を定める通則法７０条が、その４項（平成２３年法律第１１４号によ

る改正前は、５項）において、その更正又は決定に係る国税の法定申告期限等から７年

を経過する日まで更正、決定等をすることができると定めているところと符合するので

あって、当該更正、決定等をすることができる期間、税務職員による当該書類又は帳簿

の検査をすることを可能とするとの観点も含まれているものと考えられることに鑑みる

と、規則５条１項柱書き（７年間保存要件）は、同項各号に定める書類又は帳簿を整理

し、所定の日から７年の間、税務職員による検査に当たって適時にこれを提示すること

が可能なように態勢を整えた上で間断なく保存すべき旨を定めているものと解すべきで

ある。そのため、例えば、当初から当該書類又は帳簿を作成しなかった場合や、当初は

当該書類又は帳簿を整理し、保存していたが、所定の日から７年内に廃棄したり紛失し

たりした場合等には、７年間保存要件を満たさず、法７条１項の規定は適用されないも

のというべきである。 

イ これに対し、原告は、規則５条１項柱書き所定の７年間のうちの一定の時点で、事業

者が課税庁に対して書類又は帳簿を提示した事実、又は、これらが事業者の事務所等に

存在していたことが立証されれば、７年間保存要件を満たすものと認められ、法７条２

項所定の「証明」がされたというべきである旨主張する。 

 しかしながら、原告の前記主張は、規則５条１項柱書きの文理に明らかに反する上、
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前記ア②及び③のとおりの同項柱書きの趣旨にも反するので、採用することができない。 

（２）そこで、前記（１）アを前提に、以下検討する。 

ア 前記前提事実並びに掲記の証拠及び弁論の全趣旨によれば、次の事実が認められる。 

（ア）原告は、あらかじめ外国船舶の乗組員から注文を受けた船用物品に係る積込承認申

告書を神戸税関長に対して提出し、関税法２３条２項により同税関長から積込みの承認

を受けて当該船用物品を船舶内に積み込み、当該乗組員に対して代金支払と引換えに引

き渡すという態様で、本件事前注文販売を行っていた。（弁論の全趣旨） 

（イ）原告は、平成２６年１月２７日、本件各課税期間に係る税務調査（検査）を受け、

税務署職員に対し、次のものを提示した。（乙８、１８～２５、３８～４２、弁論の全

趣旨） 

ａ 土産品目録等（ただし、平成２３年課税期間及び平成２４年課税期間のうちの一部

のものに限る。） 

ｂ 土産品運搬依頼書（ただし、平成２３年課税期間及び平成２４年課税期間のうちの

一部のものに限る。） 

ｃ ２３年総勘定元帳 

（ウ）原告は、平成２８年１１月６日、本件訴えを提起した後、本件訴訟において、次の

書証につき、平成２９年８月７日実施の第７回口頭弁論期日までの間に、その申出に先

立つ写し等の提出（民事訴訟規則１３７条）をした（ただし、その申出は、同年１１月

２９日実施の第９回口頭弁論期日までにされた。）。 

ａ ＥＭＳ送り状   甲２、３の２、１２及び１３ 

ｂ 国際小包送り状  甲３の１ 

ｃ 船内販売品目録  甲７の１・２及び１０の１・２ 

ｄ ２３年総勘定元帳 甲９の１・２ 

（エ）原告は、神戸税関長に対し、平成２９年９月２５日付けで、原告が平成２４年８月

１日～同月３１日に神戸税関に提出した土産品販売目録の個人情報開示請求を行い、平

成２９年１０月２３日付けで開示を受けた同目録につき、本件訴訟（同年１１月２９日

実施の第９回口頭弁論期日）において、書証の申出をした。（甲１４の１・２） 

（オ）原告は、神戸税関長に対し、平成２９年１２月１１日付けで、原告が平成２２年１

月１日～平成２４年１２月３１日（本件各課税期間）に提出した積込承認申告書の個人

情報開示請求を行い、平成２９年１２月２２日付けで開示を受けた同承認申告書（本件

積込承認申告書）につき、本件訴訟（平成３０年２月７日実施の第１０回口頭弁論期

日）において、書証の申出をした。（甲２０、２１の１・２、２２の１・２、弁論の全

趣旨） 

イ 原告は、①平成２６年１月２７日に税務調査を受けた際、税務署職員に対し、土産品

目録等及び土産品運搬依頼書（ただし、いずれも平成２３年課税期間及び平成２４年課

税期間のうちの一部のもの）並びに２３年総勘定元帳のみの提示しか行っていないこと

（前記ア（イ））、②当該税務調査の際に税務署職員に対して提示しなかったＥＭＳ送り

状、国際小包送り状及び船内販売品目録については、本件訴訟において、平成２９年８

月７日実施の第７口頭弁論期日までの間に書証の申出に先立つ写し等の提出（民事訴訟

規則１３７条）をしていること（同（ウ））に照らすと、原告は、本件訴訟に関する資料
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を証拠として提出するため、その事務所等に保存されている書類を可能な限り探索し、

前記②の各書類については、見付けることができたものの、積込承認申告書については、

見付けることができなかったため、前記ア（オ）のとおり、積込承認申告書の個人情報

開示請求を行ったものと考えられる。そうすると、原告は、本件事前注文販売等に関す

る本件平成２３年更正処分及び本件平成２４年更正処分が行われた時点（前記ア（イ）

の税務調査の約２箇月後である平成２６年３月２０日。前記前提事実（４））や積込承認

申告書の個人情報開示請求を行った平成２９年１２月１１日の時点等において、本件事

前注文販売に関する積込承認申告書（本件積込承認申告書）をその事務所等に保存して

いなかったものと推認される。 

 これに対し、原告は、本件積込承認申告書につき、本件事前注文販売に先立ち神戸税

関長から受領した後、現在まで、事務所等に保存しているのであり、個人情報開示請求

をして積込承認申告書（甲２１の１・２、２２の１・２）を入手したのは、平成２９年

に行った自宅の引っ越しに伴い関係書類を直ちに探索することができない状態となって

しまい、これらの資料を探すより、個人情報開示請求により資料を入手した方が早いと

考えたからにすぎないのであって、資料を処分したことはないのであるから、個人情報

開示請求をした事実が存するからといって、原告が本件積込承認申告書を現在まで事務

所等に保存していることが否定される根拠とはならない旨主張し、原告作成の陳述書

（甲２４）にもこれに沿う記載がある。しかしながら、この記載は客観的かつ的確な裏

付けを欠き、採用することができないし、他に、原告が、本件積込承認申告書につき、

本件事前注文販売に先立ち神戸税関長から受領した後、現在まで、事務所等に保存して

いることを認めるに足りる証拠はない。 

ウ 原告は、個人事業者であり（弁論の全趣旨）、原告が行った本件各課税期間に係る確定

申告についてはいずれも租税特別措置法８６条の４第１項の適用があるから、本件事前

注文販売に関する規則５条１項柱書きの定める保存期間（７年間保存要件所定の期間）

は、平成２４年４月１日（平成２３年課税期間中に行われた本件事前注文販売に関する

保存期間の始期）又は平成２５年４月１日（平成２４年課税期間中に行われた本件事前

注文販売に関する保存期間の始期）から７年間であるところ（前記関係法令の定め

（２）ア参照）、前記イで説示したところによれば、原告が、本件積込承認申告書につき、

その事務所等に、前記各日から７年の間、間断なく保存したと認めることはできない。 

（３）小括 

 以上検討したところによれば、本件積込承認申告書については、７年間保存要件を満た

していないのであって、本件事前注文販売は、規則５条１項１号所定の積込承認証書の保

存がされていないため、法７条２項所定の証明がされたものに該当するということができ

ないから、同条１項は適用されないというべきである。 

４ 争点５（本件ＥＭＳ等による販売が、法７条２項所定の証明がされたものに該当するか否か

等（２号帳簿の保存の有無等））について 

（１）規則５条１項２号の「帳簿」の意義 

ア 規則５条１項２号は、事業者が輸出取引において郵便物として当該資産を輸出した場

合について、同項柱書きにいう当該事業者が整理し保存すべき書類又は帳簿とは、当該

輸出をした事業者が①当該資産の輸出の年月日（同項１号ロ）、当該資産の品名並びに品
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名ごとの数量及び価額（同号ハ）並びに当該郵便物の受取人の氏名若しくは名称及び住

所等を記載した帳簿（２号帳簿）又は②当該郵便物の受取人から交付を受けた物品受領

書その他の書類で当該郵便物の受取人の氏名等の所定の事項が記載されたものをいう旨

規定しており、①事業者が作成した「帳簿」と、②当該郵便物の受取人から交付を受け

た「書類」を明確に区別して定めている。これは、（ａ）前記３（１）アで説示したとお

り、規則５条１項柱書きが税務職員による検査の対象となり得る同項各号に定める書類

又は帳簿の整理及び保存をもって、消費税が免除される法７条１項各号に掲げる課税資

産の譲渡等（輸出取引等）への該当性に関する証明手段としているのは、税務職員が免

除対象となる課税資産の譲渡等（輸出取引等）への該当性について検査することを通じ

て、消費税の公平・確実な賦課徴収を確保するためには、客観的な信用性の高い資料を

整理及び保存させることが必要不可欠であると判断されたためであるところ、（ｂ）郵便

物の受取人から交付される書類であれば、規則５条１項２号所定の事項に関する限り、

その記載内容の客観的な信用性を定型的に一応認めることができるのに対し、郵便物に

関して事業者が作成する書類については、単に同号所定の事項が記載されているという

だけでは直ちにその記載内容の客観的な信用性を定型的に認めることができず、少なく

とも、通常の業務の過程において、継続的かつ体系的に記載された帳簿であって初めて、

定型的に一応の客観的な信用性を認めることができると判断されたためであると考えら

れる。 

 そうすると、規則５条１項２号にいう「帳簿」は、同号所定の事項が継続的かつ体系

的に記載されたものであることを要するものと解される。 

イ これに対し、原告は、本件通達は、帳簿の備付け等に関する法５８条に規定する帳簿

は、「所得税又は法人税の申告の基礎となる帳簿書類でも差し支えない」と定めていると

ころ、所得税法施行規則１０２条３項２号及び法人税法施行規則６７条１項は、継続

的・体系的に記載されたものではなくても、複数の書類が相まって所定の事項が確認で

きれば、当該複数の書類を「帳簿書類」として扱うことを予定しているから、法５８条

や規則５条１項も、継続的・体系的に記載されたものではなくても、複数の書類が相ま

って所定の事項が確認できれば、当該複数の書類を「帳簿」として扱うことを予定して

いるというべきである旨主張する。 

 そこで検討すると、（ａ）所得税法２３２条１項は、所定の業務を行う者に対し、①財

務省令で定めるところにより、「帳簿」を備え付けてこれに所定の事項を財務省令で定め

る簡易な方法により記録し、保存することのほか、②これらの業務に関して作成し、又

は受領した財務省令で定める「書類」を保存することを義務付けており、（ｂ）同項によ

る委任を受けた同法規則１０２条も、①１項及び２項において、「帳簿」の記録の方法に

ついて定め、②３項において、保存すべき「書類」の範囲について定めるなどしている

のであって、所得税法２３２条及び同法規則１０２条は、「帳簿」と「書類」とを明確に

区別した上で、所定の業務を行う者が保存等すべき「帳簿」及び「書類」について規定

し、その見出しにおいて、「帳簿」と「書類」とを併せて、「（前略）帳簿書類の備付け

等」（所得税法２３２条）や「（前略）帳簿書類の保存」（同法規則１０２条）との文言を

用いているにすぎない。また、（ｃ）法人税法１５０条の２第１項は、所定の法人に対し、

①財務省令で定めるところにより、「帳簿」を備え付けてこれにその取引を財務省令で定
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める簡易な方法により記録し、保存することのほか、②当該取引に関して作成し、又は

受領した「書類」及び決算に関して作成した「書類」で財務省令で定めるものを保存し

なければならないことを義務付けており、（ｄ）同項の委任を受けた同法施行規則は、①

６６条において、「帳簿」の記録の方法等について定め、②６７条において、保存すべき

「書類」の範囲等について定めるなどしているのであって、法人税法１５０条の２並び

に同法規則６６条及び６７条は、「帳簿」と「書類」とを明確に区別した上で、所定の法

人が保存等すべき「帳簿」及び「書類」について規定し、その見出しにおいて、「帳簿」

と「書類」とを併せて、「帳簿書類の備付け等」（法人税法１５０条の２）や「帳簿書類

の整理保存等」（同法規則６７条）との文言を用いているにすぎない。 

 そして、解釈基準たる本件通達は、法５８条において備付けを求める「帳簿」につい

て、「所得税又は法人税の申告の基礎となる『帳簿書類』でも差し支えない」との解釈に

関する基準を示しているが、これは、同条所定の「帳簿」には、所得税法２３２条及び

同法規則１０２条並びに法人税法１５０条の２、６６条及び６７条所定の「帳簿」及び

「書類」の両方が含まれ得るとの解釈に関する基準を示すに当たり、当該各条の見出し

において、「帳簿」と「書類」とを併せて「帳簿書類」との文言が用いられていること等

を踏まえて、「帳簿書類」との文言を用いたものにすぎないのであって、法５８条に関す

る解釈を超えて、法における全ての「帳簿」の意義・定義について、「帳簿書類」（「帳

簿」及び「書類」）と解釈すべきとの基準や、法における「帳簿」と「書類」の区別を解

釈上喪失させるべきとの基準を示したものでないことは明らかである。 

 そうすると、法５８条の規定やこれに関する本件通達が存するからといって、規則５

条１項２号所定の「帳簿」について、保存等すべき「書類」に関して具体化した所得税

法施行規則１０２条３項２号や法施行規則６７条１項の規定の内容と同一視すべきこと

にはならない。 

 したがって、原告の前記主張は採用することはできない。 

（２）そこで、前記（１）アを前提に、以下検討する。 

ア まず、２３年総勘定元帳（甲９の１・２）及び２４年総勘定元帳（なお、甲１５は、

平成２９年１１月に原告によって復元されたものであり、その内容の信用性には後記ウ

（ウ）のとおり疑問があるが、この点はひとまず措く。）は、一定の事項につき、継続

的・体系的に記載されたものと解する余地があるものの、規則５条１項２号所定の事項

の記載がされていないから、２号帳簿に該当しないことは明らかである。 

イ 次に、本件各送り状について検討する。 

 証拠（甲２、３の１・２、１２、１３）によれば、本件各送り状は、原告が海外に宛

てて送付した個別のＥＭＳ又は国際小包について、それぞれ対象となる物品に貼付した

送り状の依頼主（本件では原告）の控えであり、当該物品の発送の年月日、当該物品の

品名、品名ごとの数量及び価額、当該郵便物の受取人の氏名及び住所の記載があり、原

告が海外に宛てて物品を送付したことを明らかにする書類であって、規則５条１項２号

所定の事項の記載があることが認められる。しかしながら、本件各送り状は、個別の取

引（本件ＥＭＳ等による販売）に伴う輸出が行われる都度、個別に作成されるものであ

って、その性質上、各輸出について継続的かつ体系的な記載をすることが予定されてい

るものではないから、原告が行う郵便物としてされる輸出取引について、継続的かつ体
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系的に記載されたものということはできない。 

 したがって、本件各送り状は２号帳簿に該当しない。 

ウ 原告は、本件ＥＭＳ等関係書類全体、すなわち、本件各送り状、２３年総勘定元帳

（甲９の１・２）、２４年総勘定元帳（甲１５）、平成２３年９月２９日付け船内販売品

目録（甲７の１）、レシート（甲７の２）及び本件土産品販売目録（甲１４の２）が、一

体となって、２号帳簿に該当する旨主張する。 

（ア）平成２３年９月２９日付け船内販売品目録等について 

 平成２３年９月２９日付け船内販売品目録（甲７の１）及び本件土産品販売目録（甲

１４の２）は、各日に船内で販売した物品に関する情報等を一覧表にまとめたものであ

り、また、レシート（甲７の２）は、個別の取引に関する領収証であって、いずれも、

その性質上、各輸出について継続的かつ体系的な記載をすることが予定されているもの

ではないから、原告が行う郵便物としてされる輸出取引について、継続的かつ体系的に

記載されたものということはできない。 

（イ）本件各送り状と２３年総勘定元帳について（本件ＥＭＳ等取引１） 

 ＥＭＳ送り状（甲２）と２３年総勘定元帳（甲９の１・２）とをみると、甲９の１に

は、「売上高」として、平成２３年９月２９日の欄に、「本日売上代金」「９５，５０

６」が記載され、甲９の２には、「荷造運賃手数料」として、同年１０月５日の欄に、

「小包料金（国際郵便）」「２，２２０」が記載されているものの、本件ＥＭＳ等取引１

（甲２・輸出に係る内容品の価格は合計５０００円）が、２３年総勘定元帳の記載のど

の部分と具体的な対応関係を有するのかは、各記載自体から一義的かつ明確に特定され

ているわけではない。 

 そうすると、ＥＭＳ送り状（甲２）と２３年総勘定元帳（甲９の１・２）とが、一体

となって、継続的かつ体系的に記載されたものと評価することができないことは明らか

であって、本件ＥＭＳ等取引１に関して、２号帳簿に該当すると評価することはできな

い。 

（ウ）本件各送り状と２４年総勘定元帳について（本件ＥＭＳ等取引２～５） 

 そもそも、２４年総勘定元帳に係る甲１５は、原告が本件訴訟に提出する直前の平成

２９年１１月頃に復元したものであるところ（争いのない事実）、この復元時期が２４

年総勘定元帳の対象期間から約５年も後であること、２３年総勘定元帳の書式、記載項

目等と大幅に異なること等に照らすと、その内容の信用性、すなわち、これが本件ＥＭ

Ｓ等取引２～５の行われた平成２４年課税期間に作成された２４年総勘定元帳の内容と

同一であるかについては、疑問がある一方、同一であることを裏付ける客観的かつ的確

な証拠はない。したがって、国際小包送り状（甲３の１）及びＥＭＳ送り状（甲３の２、

１２、１３）と２４年総勘定元帳（甲１５）とが、一体となって、本件ＥＭＳ等取引２

～５に関して、２号帳簿に該当すると評価することはできないことは明らかである。 

 仮に、２４年総勘定元帳に係る甲１５が本件ＥＭＳ等取引２～５の行われた平成２４

年課税期間に作成された２４年総勘定元帳の内容と同一であるとしても、（ａ）２４年

総勘定元帳（甲１５）をみると、①「輸出売上高」として、平成２４年８月２２日の欄

に、「国際小包取引」「８，０００」及び「ＥＭＳ取引」「５，０００」が、同月２８日

の欄に、「ＥＭＳ取引」「１０，０００」が、同年１１月２１日の欄に、「ＥＭＳ取引」
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「５０，０００」がそれぞれ記載され、②「荷造運賃」として、平成２４年８月２２日

の欄に、「国際小包」「３，６００」及び「小包料金（ＥＭＳ）」「５，４００」が、同月

２８日の欄に、「小包料金（ＥＭＳ）」「１，６８０」が、同年１１月２１日の欄に、「小

包料金（ＥＭＳ）」「４，５００」がそれぞれ記載されており、（ｂ）これらの記載は、

本件ＥＭＳ等取引２（甲３の１・輸出に係る内容品の価格は合計８０００円）、本件Ｅ

ＭＳ等取引３（甲３の２・輸出に係る内容品の価格は合計５０００円）、本件ＥＭＳ等

取引４（甲１２・輸出に係る内容品の価格は合計１万円）及び本件ＥＭＳ等取引５（甲

１３・輸出に係る内容品の価格は合計５万円）とそれぞれ関連性があると見る余地もあ

るものの、双方の記載内容を精査することによって初めて具体的な対応関係の有無を決

することができるのであるから、本件ＥＭＳ等取引２～５が２４年総勘定元帳の記載の

どの部分と具体的な対応関係を有するのかは、各記載自体から一義的かつ明確に特定さ

れているわけではないというべきである。 

 そうすると、国際小包送り状（甲３の１）及びＥＭＳ送り状（甲３の２、１２、１

３）と２４年総勘定元帳（甲１５）とが、一体となって、継続的かつ体系的に記載され

たものと評価することができないというべきであって、本件ＥＭＳ等取引２～５に関し

て、２号帳簿に該当すると評価することはできない。 

（エ）したがって、原告の前記主張は採用することができない。 

エ 以上検討したところによれば、その余の点（７年間保存要件）について検討するまで

もなく、本件ＥＭＳ等による販売は、規則５条１項２号所定の２号帳簿の保存がされて

いないため、法７条２項所定の証明がされたものに該当するということはできない。 

（３）原告は、仮に本件ＥＭＳ等による販売が、法７条２項所定の証明がされたものに該当しな

いとしても、平成２１年最高裁判決の判例法理論を勘案すれば、原告が救済されてしかるべ

きである旨主張するが、前記２（３）で説示したのと同様の理由により、原告の前記主張は

採用することができない。 

（４）小括 

 したがって、本件ＥＭＳ等による取引については、法７条１項は適用されないというべ

きである。 

５ まとめ 

 以上によれば、本件土産品等の販売は、いずれも、法２条１項１号にいう「国内」において

行われるものに該当し、また、法７条１項の適用による消費税の免除はされないこととなる。 

 そして、これまで述べたところ及び弁論の全趣旨によれば、原告の本件各課税期間分の消費

税額及び地方消費税の譲渡割額並びにこれらに係る過少申告加算税の額は、別紙３「本件各更

正処分等の根拠及び適法性に関する被告の主張」のとおりであって、本件各更正処分等におけ

るそれと同額又はそれを上回る額であると認めることができる。 

 したがって、本件各更正処分等は、いずれも適法であるというべきである。 

第４ 結論 

 よって、原告の請求はいずれも理由がないからこれらを棄却することとし、主文のとおり判

決する。 

 

大阪地方裁判所第２民事部 
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裁判長裁判官 三輪 方大 

裁判官 齋藤 毅 

裁判官 内藤 陽子 
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（別紙１） 

 

補佐人税理士目録 

 

山岡 大祐、高山 知美、濵田 益男、沖田 康代、蘆田 裕三、高橋 逸、植木 心一、城 英敏、

冨川 和將、龍 奈穂美、斎藤 直樹、渡邉 清志、笹田 淳、山本 佐代子、伊東 裕晃、 

藤原 功子、村上 さやか 

以上 
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（別紙２） 

 

指定代理人目録 

 

中田 光昭、足立 昌隆、東 正幸、福場 康雄、桑原 昌志 

以上 
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（別紙３） 

本件各更正処分等の根拠及び適法性に関する被告の主張 

 

第１ 本件各更正処分の根拠 

 被告が本件訴えにおいて主張する原告の本件各課税期間に係る消費税等の課税標準額及び納

付すべき税額は、下記のとおりである。なお、納付すべき消費税額、納付すべき譲渡割額及び

消費税等の合計税額の△印は、それぞれ、消費税、地方消費税及び消費税等の還付金の額に相

当する税額を示し、地方消費税の課税標準となる消費税額の△印は、控除不足還付税額を示す。 

１ 本件平成２２年更正処分 

（１）課税標準額 １５７０万７０００円 

 前記金額は、下記アの金額からイの金額を控除した後の金額に１０５分の１００を乗じ

た金額である（法２８条１項。国税通則法（以下「通則法」という。なお、特に断りのな

い限り平成２６年法律第１０号による改正前のものをいう。）１１８条１項の規定により１

０００円未満の端数を切り捨てた後のもの。）。 

ア 資産の譲渡等の対価の額 １７１０万８２６６円 

 前記金額は、原告が平成２２年課税期間の総勘定元帳に記載した、下記（ア）ないし

（ウ）の金額の合計額である。 

（ア）本件土産品等の販売に係る売上金額 １６９７万２５９５円 

（イ）商工会議所からの保険の返戻金 １万４７５１円 

（ウ）自動販売機に係る売上金額 １２万０９２０円 

イ 非課税売上額 ６１万５５８１円 

 前記金額は、下記（ア）及び（イ）の金額の合計額である。 

（ア）テレホンカードに係る売上金額 ６０万０８３０円 

 前記金額は、本件裁決において、法６条１項に規定する物品切手の譲渡に該当すると

された、平成２２年課税期間におけるテレホンカードに係る売上金額である。 

（イ）商工会議所からの保険の返戻金 １万４７５１円 

 前記ア（イ）の金額と同額である。 

（２）課税標準額に対する消費税額 ６２万８２８０円 

 前記金額は、前記（１）の課税標準額に１００分の４を乗じて算出された金額である。

（法２９条） 

（３）控除対象仕入税額 ５５万１６０２円 

 前記金額は、原告が平成２２年課税期間分の消費税等について提出した確定申告書記載

の金額と同額である。 

（４）納付すべき消費税額 ７万６６００円 

 前記金額は、前記（２）の金額から前記（３）の金額を控除した金額である（通則法１

１９条１項の規定により１００円未満の端数を切り捨てた後のもの。）。 

（５）地方消費税の課税標準となる消費税額 ７万６６００円 

 前記金額は、前記（４）の金額と同額である（地方税法（平成２４年法律第６９号によ

る改正前のもの。以下同じ。）７２条の８２）。 

（６）納付すべき譲渡割額 １万９１００円 
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 前記金額は、前記（５）の金額に、１００分の２５（地方税法７２条の８３）を乗じた

金額（ただし、地方税法附則９条の６第１項及び通則法１１９条１項の規定により１００

円未満の端数を切り捨てた後のもの。）である。 

（７）消費税等の合計税額 ９万５７００円 

 前記金額は、前記（４）の金額７万６６００円と前記（６）の金額１万９１００円との

合計額である。 

２ 本件平成２３年更正処分 

（１）課税標準額 ５１０万２０００円 

 前記金額は、下記アの金額からイの金額を控除した後の金額に１０５分の１００を乗じ

た金額である（法２８条１項。通則法１１８条１項の規定により１０００円未満の端数を

切り捨てた後のもの。）。 

ア 資産の譲渡等の対価の額 ５６１万１９２９円 

 前記金額は、原告が平成２３年課税期間の総勘定元帳（以下「２３年総勘定元帳」と

いう。）に記載した本件土産品等の販売に係る売上金額に、２３年総勘定元帳に記載され

ていないことを本件訴訟において原告が認めた取引に係る売上金額（同年９月２９日の

４万６８００円、同年５月１９日の８２８０円、同年６月２７日の２万６５９１円、同

年７月２日の４万５７４８円及び同年１２月８日の２万２２８２円の合計１４万９７０

１円である。）を加算した金額である。 

イ 非課税売上額 ２５万４２２１円 

 前記金額は、平成２３年課税期間に係るテレホンカード売上割合を算出し、前記アの

資産の譲渡等の対価の額（本件土産品等の販売に係る売上金額）に乗ずる方法により算

出した金額（小数点以下切り下げ）である。 

（２）課税標準額に対する消費税額 ２０万４０８０円 

 前記金額は、前記（１）の課税標準額に１００分の４を乗じて算出された金額である

（法２９条）。 

（３）控除対象仕入税額 ２８万２３５８円 

 前記金額は、原告が、平成２３年課税期間分の消費税等について提出した確定申告書記

載の金額と同額である。（乙２） 

（４）納付すべき消費税額 △７万８２７８円 

 前記金額は、前記（２）の金額から前記（３）の金額を控除した金額である。 

（５）地方消費税の課税標準となる消費税額 △７万８２７８円 

 前記金額は、前記（４）の金額と同額である（地方税法７２条の８２）。 

（６）納付すべき譲渡割額 △１万９５６９円 

 前記金額は、前記（５）の金額に１００分の２５（地方税法７２条の８３）を乗じた金

額である（地方税法附則９条の７。通則法１２０条１項の規定により１円未満の端数を切

り捨てた後のもの。）。 

（７）消費税等の合計税額 △９万７８４７円 

 前記金額は、前記（４）の金額△７万８２７８円と前記（６）の金額△１万９５６９円

との合計額である。 

３ 本件平成２４年更正処分 
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（１）課税標準額 ２４０万１０００円 

 前記金額は、下記アの金額からイの金額を控除した後の金額に１０５分の１００を乗じ

た金額である（法２８条１項。通則法１１８条１項の規定により１０００円未満の端数を

切り捨てた後のもの。）。 

ア 資産の譲渡等の対価の額 ２５８万３７５４円 

 前記金額は、原告が平成２４年課税期間の総勘定元帳（以下「２４年総勘定元帳」と

いう。）に記載した、本件土産品等の販売に係る売上金額である。 

イ 非課税売上額 ６万２２６９円 

 前記金額は、本件裁決において、法６条１項に規定する物品切手の譲渡に該当すると

された、平成２４年課税期間におけるテレホンカードに係る売上金額である。 

（２）課税標準額に対する消費税額 ９万６０４０円 

 前記金額は、前記（１）の課税標準額に１００分の４を乗じて算出された金額である

（法２９条）。 

（３）控除対象仕入税額 １７万８４８７円 

 前記金額は、原告が、平成２４年課税期間分の消費税等について提出した確定申告書記

載の金額と同額である。 

（４）納付すべき消費税額 △８万２４４７円 

 前記金額は、前記（２）の金額から前記（３）の金額を控除した金額である。 

（５）地方消費税の課税標準となる消費税額 △８万２４４７円 

 前記金額は、前記（４）の金額と同額である（地方税法７２条の８２）。 

（６）納付すべき譲渡割額 △２万０６１１円 

 前記金額は、前記（５）の金額に１００分の２５（地方税法７２条の８３）を乗じた金

額である（地方税法附則９条の７。通則法１２０条１項の規定により１円未満の端数を切

り捨てた後のもの。）。 

（７）消費税等の合計税額 △１０万３０５８円 

 前記金額は、前記（４）の金額△８万２４４７円と前記（６）の△２万０６１１円との

合計額である。 

第２ 本件各更正処分の適法性 

１ 本件平成２２年更正処分 

 被告が本件訴訟において主張する原告の平成２２年課税期間分の消費税等の額は、前記第１

の１（７）のとおり９万５７００円であるところ、当該金額は、前記更正処分の額９万５６０

０円（別表「更正処分等」欄中の「平成２２年課税期間」、「消費税及び地方消費税の合計税

額」欄）を上回るから、前記更正処分は適法である。 

２ 本件平成２３年更正処分 

 被告が本件訴訟において主張する原告の平成２３年課税期間における消費税等の額は、前記

第１の２（７）のとおり△９万７８４７円であるところ、当該金額は、平成２３年課税期間の

更正処分の額△１０万５０９７円（別表の「平成２３年課税期間」の「更正処分」欄中の「消

費税及び地方消費税の合計税額」欄）を下回る（課される税額は上回る）から、同更正処分は

適法である。 

３ 本件平成２４年更正処分 
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 被告が本件訴訟において主張する原告の平成２４年課税期間分の消費税等の額は、前記第１

の３（７）のとおり△１０万３０５８円であるところ、当該金額は、前記更正処分の額△１０

万３０５８円（別表「更正処分等」欄中の「平成２４年課税期間」、「消費税及び地方消費税の

合計税額」欄）と同額であるから、前記更正処分は適法である。 

第３ 本件各賦課決定処分の根拠 

 前記第２のとおり、本件各更正処分は適法であるところ、本件更正処分により新たに納付すべ

き税額の計算の基礎となった事実のうち、本件各更正処分前における税額の計算の基礎とされな

かったことについて、通則法６５条４項に規定する正当な理由はいずれも存在しない。 

 したがって、原告に課されるべき過少申告加算税の額は、下記１ないし３のとおりとなる。 

１ 平成２２年課税期間分 ９万０５００円 

 前記金額は、①通則法６５条１項並びに地方税法附則９条の４第２項及び９条の９に基づき、

本件平成２２年更正処分により新たに納付すべきこととなった消費税等の合計税額７７万円

（原告が平成２２年課税期間分の消費税等に係る確定申告書において消費税の還付金の額に相

当する税額として記載した５４万７００２円に、前記第１の１（４）の納付すべき税額７万６

６００円を加算した金額６２万３６００円（通則法１１９条１項の規定により１００円未満の

端数を切り捨てたもの）と、原告が平成２２年課税期間分の消費税等に係る確定申告書におい

て地方消費税の還付金の額に相当する税額として記載した１３万６７５０円に、前記第１の１

（６）の納付すべき譲渡割額１万９１００円を加算した金額１５万５８００円（通則法１１９

条１項の規定により１００円未満の端数を切り捨てたもの）との合計額。ただし、通則法１１

８条３項の規定により１万円未満の端数を切り捨てた後のもの。）に１００分の１０の割合を

乗じて算出した金額７万７０００円に、②通則法６５条２項並びに地方税法附則９条の４第２

項及び９条の９の規定に基づき、前記新たに納付すべきこととなった消費税等の合計税額７７

万９４００円のうち期限内申告税額（通則法６５条３項２号）０円と５０万円のいずれか多い

方の金額である５０万円を超える部分に相当する税額２７万円（ただし、通則法１１８条３項

の規定により１万円未満の端数を切り捨てた後のもの。）に１００分の５の割合を乗じて算出

した金額１万３５００円を加算した金額である。 

２ 平成２３年課税期間分 ２万５０００円 

 前記金額は、通則法６５条１項並びに地方税法附則９条の４第２項及び９条の９に基づき、

本件平成２３年更正処分により新たに納付すべきこととなった消費税等の合計税額２５万円

（原告が平成２３年課税期間分の消費税等に係る確定申告書において消費税の還付金の額に相

当する税額として記載した２８万２３５８円から、前記第１の２（４）の還付金の額に相当す

る消費税額７万８２７８円を控除した金額２０万４０００円（通則法１１９条１項の規定によ

り１００円未満の端数を切り捨てたもの）と、原告が平成２３年課税期間分の消費税等に係る

確定申告書において地方消費税の還付金の額に相当する税額として記載した７万０５８９円か

ら、前記第１の２（６）の還付金の額に相当する地方消費税額１万９５６９円を控除した金額

５万１０００円（通則法１１９条１項の規定により１００円未満の端数を切り捨てたもの）と

の合計額。ただし、通則法１１８条３項の規定により１万円未満の端数を切り捨てた後のも

の。）に１００分の１０の割合を乗じて算出した金額である。 

３ 平成２４年課税期間分 １万２０００円 

 前記金額は、通則法６５条１項並びに地方税法附則９条の４第２項及び９条の９に基づき、
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本件平成２４年更正処分により新たに納付すべきこととなった消費税等の合計税額１２万円

（原告が平成２４年課税期間分の消費税等に係る確定申告書において消費税の還付金の額に相

当する税額として記載した１７万８４８７円から、前記第１の３（４）の還付金の額に相当す

る消費税額８万２４４７円を控除した金額９万６０００円（通則法１１９条１項の規定により

１００円未満の端数を切り捨てたもの）と、原告が平成２４年課税期間分の消費税等に係る確

定申告書において地方消費税の還付金の額に相当する税額として記載した４万４６２１円から、

前記第１の３（６）の還付金の額に相当する地方消費税額２万０６１１円を控除した金額２万

４０００円（通則法１１９条１項の規定により１００円未満の端数を切り捨てたもの）との合

計額。ただし、通則法１１８条３項の規定により１万円未満の端数を切り捨てた後のもの。）

に１００分の１０の割合を乗じて算出した金額である。 

第４ 本件各賦課決定処分の適法性 

 本件各賦課決定処分における過少申告加算税の額（別表「更正処分等」欄中の各「過少申告

加算税の額」欄記載の額）は、被告が本件訴訟において主張する原告の本件各課税期間におけ

る消費税等に係る過少申告加算税の額（平成２２年課税期間に係るものが９万０５００円、平

成２３年課税期間に係るものが２万５０００円、平成２４年課税期間に係るものが１万２００

０円。前記第３）といずれも同額か、これを下回るから、本件各賦課決定処分は適法である。 

以上 
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別表 
課税の経緯 

   
（単位：円）   

区分 
 

項目 
確定申告 更正処分等 異議申立て 異議決定 審査請求 裁決 

平 
成 
22 
年 
課 
税 
期 
間 

年月日 平成23年3月14日 平成26年3月20日 平成26年5月13日 平成26年7月8日 平成26年8月1日 平成27年6月26日

消
費
税 

課税標準等 115,000 15,704,000

全
部
取
消
し 

棄
却 

全
部
取
消
し 

棄
却 

消費税額 4,600 628,160

控除対象仕入税額 551,602 551,602

納付すべき消費税額 △ 547,002 76,500

地
方
消
費
税

課税標準となる 
消費税額 

△ 547,002 76,500

納付すべき 
地方消費税額 

△ 136,750 19,100

消費税及び地方 
消費税の合計税額 △ 683,752 95,600

過少申告加算税の額  90,500

平 
成 
23 
年 
課 
税 
期 
間 

年月日 平成24年4月1日 平成26年3月20日 平成26年5月13日 平成26年7月8日 平成26年8月1日 平成27年6月26日

消
費
税 

課税標準等 0 4,957,000

全
部
取
消
し 

棄
却 

全
部
取
消
し 

棄
却 

消費税額 0 198,280

控除対象仕入税額 282,358 282,358

納付すべき消費税額 △ 282,358 △ 84,078

地
方
消
費
税 

課税標準となる 
消費税額 △ 282,358 △ 84,078

納付すべき 
地方消費税額 

△ 70,589 △ 21,019

消費税及び地方 
消費税の合計税額 

△ 352,947 △ 105,097

過少申告加算税の額  24,000

平 
成 
24 
年 
課 
税 
期 
間 

年月日 平成25年3月15日 平成26年3月20日 平成26年5月13日 平成26年7月8日 平成26年8月1日 平成27年6月26日

消
費
税 

課税標準等 0 2,401,000

全
部
取
消
し 

棄
却 

全
部
取
消
し 

棄
却 

消費税額 0 96,040

控除対象仕入税額 178,487 178,487

納付すべき消費税額 △ 178,487 △ 82,447

地
方
消
費
税

課税標準となる 
消費税額 

△ 178,487 △ 82,447

納付すべき 
地方消費税額 

△ 44,621 △ 20,611

消費税及び地方 
消費税の合計税額 

△ 223,108 △ 103,058

過少申告加算税の額  12,000

      （注） 「消費税」及び「地方消費税」の「納付すべき消費税額」欄及び「納付すべき地方消費税額」欄の△印は、消費税等の還付金の額に相当する 
税額を示し、「地方消費税」の「課税標準となる消費税額」欄の△印は、控除不足還付税額を示す。 

 


